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「三闲学会雑誌j 70巻 6 号 （1977袖 2月）

勘 i

結びに代えて‘ 

参考文献

-わが国の社会保障民主化の財源に 

つ い て .

小 谷 義 次 著 '

『現代福祉国家論』

ェ

私が本稿において唐評しようとするのは，この書物 

全般についてではない。この書物の中で取り扱われて 

い る r第 3 章 ス ウ - 一デンと福祉国家J についてだ 

けである。したがゥで，この享がこの書物全体の中に 

おいて占める位置を明確にしておくという意味におい 

ても，この唐物の目次を掲げておくことは重要なこと 

である。

〔目 次 〕

福挑国家の概念とその特徵 

第 1 享アメリカ合衆国と福祉国家 

1 現代における貧困の問題 

2 所得と富の分配 

3 現代的失業とその性格 

4 現代アメリ力における社会保障の最近の動向 

第 2 章イギリスと福祉国家

1 現代イギリスの貧困について 

2 イギリスにおける社会保障と社会保障制度の展 

開

第 3 享 ス ウ :n — デンと福祉国家

1 福祉国家スウ一  デンの当面する間題 

2 スウ一デンにおける租税負担の問題一 -福祉 

国家の高鱼担を中心に '
3 ス ウ -•デンにおける社会福祉問題の若干につ 

いて

第 4 章混合経済と福祉国家—— いわゆる混合経済に 

かんする一考察 

結論に代えて

補享現代日本と福祉国家—— 低福祉，高負担の社会

保障を中心に 

はじめに

1 わが国社会保障水準の国際比較 

2 わが国の社会保障と財政 

3 わが国社会保障制度の特徵と間題点—— その民 

生化を中心に

目次からも明らかなように，著者はマルクス経済学 

の立場から， rアメリ力 , イギリス， ス ウ — デ ンの 

各福祉国家の現実を分析し」, これらの福祉国家がr現 

代資本主義, とりわけ国家独占資本主義の粉飾形態， 

えせ民主主義形態である」ということを明らかにしよ 

うとしている。その目的が達成されているか否かの評 

価は別にして，本稿では rスウ - 一デンと福祉国家j 

の問題に限って，非マルクス経済学の立場から，問題 

点を提起するという形で書翁をしてみよう。

I

まず，書物の内容を恼単に紹介してみよう。第 3 享 

第 1 節 C158~l80頁）では，「北欧最大の福袖国家スウ 

- 一デンの当面する，とりわけ重要な三つの問題J ホ、 

r高物価，ffi税 * 失業問題」であるということを指抜 

し， rこれらの暗い影* 諸困難のため，二十数年間つ 

づいた同国の社会民主党政権がy 1976年 9 月の総還举 

で敗れたであろうと推測する。したがって第1 節では， 

これらの「暗い影_ !の現状を梭討している0 まず最初 

は r i .生産環境の問題j についてで，1976年 5 月に公 

表された f雇用と労働条件にかんする中央統計局の報 

告J Iの内容を紹介している。そしてをの結果，「報告 

によって明らかにされナこ生産環境にかんする諸事実が 

福祉国家スウエーデンの暗い影の一つをしめすものでJ 

あり，[資本主義的生産様式にもっともふさわしい質 

金形態である出来高払制がかなりの程度になお存在し 

ているという事実の報告が,この暗い影をいづそき濃 

厚にするものと考えることは容易であろうJ と結論し 

ている0 ,
次 は 「2.失業率と潜在的失業j についてで，経済省 

の 『1977年のスウ:^一 デン経済』等にもとづいて，現 

在の失業率と潜在的失業の実態を明らかにし，将来の 

見通しについても厳しい見通しを明らかにしている。

次 は 「3.婦人労働と半失業の問題—— バート•タイ 

ャーをホ心にJ についてで,エリザぺス，クラクスの 

論文にもとづいて, 「パ ' - ト . タイマーの状態j につい 

て紹介しているここでほ , もっとも弱い☆場にある 

婦 人 - ~ ー子供の多い婦人，教育と労働の経験のない老 

齢婦んさらに仕まや託児施設のはとんどない町に居
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書 評

住するI f人—̂ 達が f不利な雇用条件をもつ」パート， 

タイャ一労働に従事していることが明らかにされてい 

る。

次 は 「4.ぎ少年の失業問題-■一麻薬と犯罪の背景に 

ある」がとりあげられている。ここでは*『給与と労 

働尿障の改善によって，若年求職者層の障壁が作られ 

ているJ がゆえに， r学校と就職との問の深い淵に落 

ちこんだ若い人たちの多くは，重大な社会問題一 ァ̂ 

ルコールと麻薬の乱用，犯罪行為など一一に悩まされ 

ているJ ということ力％ 実際の統計を用いて明らかに 

されている6

次 は r 5 .インフレーシa ンと高物価‘の問題一 消費 

者殺;価を中心にJ についてで,スウェーデンの消費者 

物価上昇率が，住費と食料費を中心にしデ，かなり 

大きいものであることを明らかにしている（但し，•■高 

物価j やあることを証明するデータはどこにも見出すことが 

できない〉。

次 は 「6.生活環境の問題—— 公害を中心にj につい 

てで， 「「森と湖の国j スウ一デンでも，大気汚染， 

水質汚源，騒音， （固形廃棄物）などの公害は，この 

福祉国家に暗影を投ずる」ものであることを明らかに 

している。

第 3 章第 2 節ひ 8レ 191頁）では，「スウ= 一 デンに 

おける租税食担の問題j がとりあげられている。ここ 

では，スウ* 一デンの r租税構造の概要と主要な税目 

別鱼担について若千の考察を行なうJ ことによって， 

. 全体としての租税負担構造がr u 字 バ タムン（低所得 . 

層で逆進的，中間層で比例的，高所得層で累進的)， あるい 

は,これに対する筆者の修正見解にもとづく L 字バタ 

ーンj になることを示そうとしている。

まず最初のn .全保としての租税負担とその構造J 

では，スウCC一 デ ン が [地上において，もっとも税金 

の重い国丄であるということを明らかにするとともに， 

近年の傾向として，「直接税から間接税と社会保障税へJ 

重点が移行しつつあるということを指摘している。

次 の r 2.直接税とその; ^ 担構造J では，直接税の中 

心である r国の所得税と地方所得税J について説明し， 

あわせて財摩税，資本利得税，国民健康保険税，基本 

老齢年金税，迫加银金税についても簡単に紹介してい 

る。

「3.間接税とその負担構造J では，付加制値税，国 

め消費税，燃料税について説明しているそして，こ 

れまでの考察から，スウ* 一デンの租税鱼担[構造はU 
字パターンであるとし,そめ推測を可能にする耍因と

して，次の 4 点をあげている。

1‘ li:接税のうち累進税の名に値するのは，国の所得 

税のみであること。しかも，说率20パーセントを大 

きくこえる地方所得税はー享比例税であり，これが 

H の所得税おける累姓性を .かな.り大きく緩和する 

役割を果たしている（とくに低所得層ではこめ役割が大 

きい）こと。

2 . 直接税のうち，基本老齢年金税その他の社会保障 

関係税は全体として逆進的性格をもっこと

3 . 付加価値税を中核とする間接税は，一*般に強度の 

逆進性をもっとと。

4 . しかも，この■の税制の重点が一般的傾向にっい 

ていえぱ，最近数年間，直接税から問接极への移行 

傾向を强めていること（とくに付加価値税の税率の上昇 

と租税負担全体にしめる比率の增大をみよ）。

さらに著者は， r基礎とされる所得ベースの問題J を 

考慮に入れるならぱ（すなわち,会社のr鞭廣J 項 0 にふ 

くまれている私費部分の看過と，未実現資本利姆（キャピタ 

ル •ゲイン）部分の不算入などにもとづく高所得層め所#に 

たいする過少評価を考慮した場合)，「われわれの正見解 

がおそちくは妥当し， U パターンはむしろL パターン 

となるであろうJ と結論している。

第 3 # 第 3 節 rスウ -一  デンにおける社会福祉問題 

の若干について」 （191~197頁）では, ( 1 ) rスウ T 一 デ 

ンの社会福祉制度の中核の一っと考えられるべきJ 労 

働力政策にっいて，（2)住問題にっいて，（3)社会找助 

について，. (4)農村の社会福植にっいて，説明しすこ後， 

Q976年 9 月に成立をみた保守連合政権がこれにいか 

に対処するか, 世界の注目と関心の的となっているJ 

と結んでいる。

m

近年，わが国で福祉が重耍な政策課題になるにつれ 

て，ス ウ :— デンに関する研究もますます盛んに行な 

われるようになってきている。 今 年 （昭和52伴） に入 

ってからも, ちょっと私の目についただけでも，この 

書物以外に

C 1 D 上之鄉利昭「̂̂ ^者が余計奢になった国—— 福もI: 
国家スウ:C一 デンの課算 j び論展J 昭和5辨 - 2 月 

号）

〔2 〕武a 龍 失 r誰も書かなかったスウ- 一デン』（サ 

ンケイlil版, 昭和52^|^8月）

C 3 ) 水野8^ rスウ，" デン—— 病める福祉主国J ( r経

- 1 0 7 ( 6 8 ? ' )
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「三旧学会雑誌J 70巻 6 号 （19?7年 ! 2月）

一デンの現状-

済住来J , 昭和52和10月号）

〔4 〕小谷義次 (■(•福祉国家』スウ

物価と税全を中心にJ び経済■ !,昭和5坪 11月号） 

といった著作.•論文が公刊されているゥ( C 4 )は，同じ 

著者による，より最近の論文であるが，r物価統制措置J に関 

する記述と[ 5 世帯の生評サンプルjに関する記述がつけ加え 

られている点と，一部のデ一ク力;新しいものに取りかえられ 

ている点とを除けは’，この物の内容と大差はないと言って 

良い。）

これらの諸著作の中から，どうしてこの書物の書評 

をすることにしたかと言うと，この書物がすぐれて学 

衛的であり，できるだけ客観的に（すなわち，できるだ 

け信用できる統計资料等を使っで）スウェーデンの現状を 

把握しようとしているからである。スウ-一デンの実 

態をこのような態度で把掘しようとした著作には，こ 

のはかに.

C 5 D 川口gA r福祉国家の光と影』（日本経済評論社， 

昭和49年1 月）

ぐらいしかないように思う（ただ，ス ウ — デンの政治に 

関する記述については，两書とも，1■日本の'^ルクス経済学者j 

の発想から分析が行なわれており，スウェーチ，ンの実態を把 

握しているとは言い難い) 。その中で，特にこの書物は , 

スウ :n —デ ン の r失業者（半失業者も含む）の実態J を 

明らかにしたという点で高く評価しうると思う。

スウ :>̂ ーデンのように,ひん繁に大きく制度が変更 

されるような® の場合には，最新のデータをって分 

祈を行なうととがきわめて重要である。換言するなら 

ぱ，スウ-一デンのような国の制度を紹介する場合に 

は，い つ （何年） の制度であるかを明記することが重 

要な課題となる。こうした親点からするならば，箸者 

ができるだけ新しいデータを使ってスウ工一デンの実 

熊を明らかにしようと努力し続けていをごとが，〔4 〕 

の論文からもはっきりと読みとることができる。

もちろん，資料や語学（スウュ一デン語）の制約もあ 

って， （祐論にifi大な影群を与えろような）Hi[大な誤解も 

ないわけではない。例えぱ , 箸 者 は rスウェーデンの 

租税炎担構造がU パターンまたはL 'パターンであるJ 

ということを推測する一つの根拠として[直接税のう 

ち，基本老騎年金税その他の社会保障関係税は全体と 

して逆進的性格をもつ_ !という点を举げているが，ス 

ぃノ X 一 デンではI 975年から失業保険を除くすべての社 

会保險料はすべて屈主（白営業生の場合には本人） が、i〜 
担するようになっている。そしてそれらの社会保險料 

は，雇主が支払った賃☆総額に応じで課せられるがゆ

え に ， •■問 接 税 J の 中 に 舍 め ら れ る よ う に な っ た （従来 

は， 労 働 者 が ほ 分 で 給 料 の 中 か ら 支 仏 っ て い た の で ， r直接税 J 

の 中 に 含 め ら れ て い た ） と い う 点 か ら ， r最 近 数 年 問 ， 直 

接 税 か ら 間 接 税 へ の 移 行 傾 向 を 撒 め て い る _ ) 理 由 も 一  

部 は 理 解 で き る 6 ま た ス ウ C C - デ ン で は ， 近 年 旧 の  

所 得 税 の 減 税 , そ れ に み あ う 地 方 所 得 税 の 増 税 j とい 

う 傾 向 が 続 い て い る の で ， r国 J の 租 税 収 入 の 中 に Iお 

め る I■所 得 税 j の 割 合 が 減 少 し た か ら と い っ て , t i i j i  

に [社 会 全 休 （っ ま り 国 と 地 力 ) に お け る 租 税 構 造 J が 

r直 接 税 』 か ら r間 接 税 j へ 移 行 し た と 即 断 す る こ と  

は む ず か し い 。 事 実 ， 租 税 総 額 （IM税 と 地 方 税 の 合 計 ） 

の 中 に 占 め る 主 要 な 間 接 税 （関 税 , 物 品 税 , 付 加 個 敝 税 ） 

の 割 合 は ， 必 ず し も 増 加 し て い な い （1 9 7 0年 は 2 8 . 9 % ,  

1 9 7 1年 は  3 0 . 0 % , 1 9 7  禅 は  2 9 . 9 % , 1 9 7 3年 は  2 8 . 7 % , 1 9 7 4年 

は 2 7 . 1 % ) シ

著者はまた， r税率 20バーセントを大きくこえる地 

方所得税は一率比例税であり，これが国の所得税にお 

ける累進性をかなり大きく緩和する役割を果たしてい 

る （とくに低所得層ではこの役割が大きい) J と述ぺている 

が，それは余り正確な表現ではない。確かに地方所得 

税は一定の基礎控除（1976かには4500クロ ノール） を差 

し弓Iいた後で一定率の比例税が課せられているが，说 

引前所得に占める課税額の割合（平均税率）をみてみ 

ると，所得力'、増えるにしたがって次第に上昇し，緩や 

かながらも累進的になっている（下図参照) 。 .

したがって，低所得層（つまり国の所得税の平均税举が 

地力'所得税率より他い部分に対fSする所姆層）では，|$|の所 

得税額より地方所得税額の力が多くなるのは事資であ 

るが，だからといって r比例税である地方所得税が果 

進性を緩めているJ というま現はミス. リ一ディシグ 

である。たた.私には，こ う.した議論よりも，ス 、ンX. ~  
デンでは所得税び傲し!/、紫進性（例えば1977年には,限

108(f?ぶ め ——
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界税辞め最高が8 程® になる） のために， 箸しく労働 

意欲が減退しつっあるということを指摘しておくこと 

の方がIS要であるように忠われる。

著者は，1976年 9 月の選举で社会民主党政権が敗れ 

た理ぬとしそ，’ 「スウCC一 デンの当面する，とりわけ 

flTSJjな三っの問題，すなわち高物伽 . 重 税 ，失業問題J 

をあげでいる。たぶん，それも選举に大きな廣響を与 

えたであろう。しかしスウェ一デンでは，もっとさま 

ざまな理rilがとりあげられている。例えぱ社会民主党 

の党员違の中には，♦ でも， Iぎ分達ぱ自分達の「原子 

力政策J ゆえに敗れたのおと信じズいる人もいる（し 

かしそれは余り納得的な] ! 岀ヤはない。というのは，社会民 

i 党の [原子力政策J に反対したすべての政党も，得誤率， 

譲l̂ V数を央っているからである）。また他の人達は，1)社会 

民主党ほ体が内包する組織上の問題， 2)  L 0 及び官僚 

制に対する国民の反発，3)逮捕状なしで速浦できるよ 

うに改正された法得tへの恐怖感,等を理由としてあげ 

ている。じかしもっとも説得力のある®1ホは，LG (社 

会K主党:を支持する最大の労働組合組織）の M eidnerが提 

案した r労働者基金の構想」に対する反対（評しくは, 
拙搞 rスウン:一 デンの選举と福祉」三m学会雜誌歉0巻第 4 

残を参!1 ^ )である。たしかに， スウェーデン世論調3^ 

局の調查によれば，従 来 25%前後の支持を得てきた 

「労働者甚金J の構想が，選拳I t後の調査では18% に 

激減している。もしこれがポ獎であるならば，スウ：!： 

一デン国民は i■急激な社会主義への道j を根あしたと 

も言えるであろう<^

最後に,スウょ一デン語の発音に開するミスをお摘 

しておきたい。ユンスキルダ銀行はユンシルダ銀行 

( この,なに旧しては，〔5 〕108Hも参照）に， / ルケ一ピ 

ングはノルシェーピングに, ク'ローナーぱ単数はクロ 

ーナ (k ro n a )複数は夕ロ ノール（k ro m n .)に， あら 

ためられなけれぱなら'ない。..
なお, この書評は，第 3 章 rスクェ ー デンと福 ’fi!:国 

家」に限って行なったものであるということを繰り退 

し記しておきたい。 '
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月2 5日初版1 刷 発 行 2,100円〕

飯 野 猜 四

(経済学部助教授）

評

カエル，プリ 一二

『過少消費説 —— 歴史と批别的分析 -

経済学の発展史において，過少消费説は，時期によ 

って表現形態を変えつつも，絶えることなくひとつの 

述綿とした流れを形成してきた。しかし，従来，過少 

消費説の理論史に関する研究は，袖々の著述家を孤立 

的に捉えるか，他の経済学者との問の諭ホとして扱わ 

れるだけであっ て，その一貫した流れとしてははとん 

どなされていなかった。本書は，著者自身が述べてい 

るように, そのギャップを埋めるもめであり,この点 

では有意義な著作といえょう。

本書で著者は，過少消費説の定義を次の如く親定し 

ている。すなわち，過少消費説は，第 1 に不況を産業 

循環の局而としてではなく，経済が必然的に向う状 

態として捉える考え方，第 2 に不況はとりわけ消費財 

にたいする需耍不足の結果生じると捉える考え方の2 

つの要素の両方を含む資本主義経济の理論である，と。 

この定義に基づいて，著者は，マ ル ; スはもちろん， 

ローザ，ルクセンプルグやケインズまでも過少消费論 

者には含まれないというユニークな見解を提出し，ネ 

れを示すことが本書の目的のひとつであると述べて'^、 

る。との点は，後述のように疑間の残るところである。 

さらに箸者は，上の如く限定した過少消費論者を，過 

剰貯蓄を強調するマルサス裂と所得の分配の不平等を 

強調するシスモV ディ型の二種のタイプに分類して盤 

理している。その分热の当杏はともかく,この点も本 

唐の特徴といえる。 ,■

本書の構成は，以下の如くである。 ‘

第 1章過少消費説とは何か？

第 2 章イギリスの初期過少消費論者 

…第3章.シスモンディ ,

第4章ロードベルトクス 

第 5 -章 W世紀初頭の回顧

雄 6 章 マ ル ク ス  

第 7草 ロ シ ア 人 民 主 義 者 _

第 8 章 ホ プ ソ ン

第.9章，13—ザ ..ルクセンブルグ’ .
第10章 大 戦 liljのを干の著:お .

第1 1 #  . ヶイ'/ズ以前の過少消費説の評肺 

第；12章 現 況  

第 1章で著 ;t は，.本書の課題と上述の如き.著者め過 

少消費説の定義，従来の過少消費现論史班究のサ一ベ

4 0 9 ( 6 明

HUM

\
\
I


